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（仮称）「守口市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」の骨子素案 

 

項目 国の基準  ※厚生労働省令より抜粋 守口市の考え方 

最低基準の向上 第３条 市町村長は、その管理に属する児童福祉法第８条第４項

に規定する市町村児童福祉審議会を設置している場合にあっ

てはその意見を、その他の場合にあっては児童の保護者その他

児童福祉に係る当事者の意見を聴き、その監督に属する放課後

児童健全育成事業を行う者（以下「放課後児童健全育成事業者」

という。）に対し、最低基準を超えて、その設備及び運営を向

上させるように勧告することができる。 

２ 市町村は、最低基準を常に向上させるように努めるものとす

る。 

 

国の基準を踏まえます 

放課後児童健全

育成事業の一般

原則 

第５条 放課後児童健全育成事業における支援は、小学校に就学

している児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭に

いないものにつき、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応

じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主

性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図

り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目的として行わ

れなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の人権に十分配慮する

とともに、一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなけれ

ばならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、地域社会との交流及び連携を

図り、児童の保護者及び地域社会に対し、当該放課後児童健全

育成事業者が行う放課後児童健全育成事業の運営の内容を適

切に説明するよう努めなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、その運営の内容について、自

ら評価を行い、その結果を公表するよう努めなければならな

い。 

５ 放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放課後児童健全

育成事業所」という。）の構造設備は、採光、換気等利用者の

保健衛生及び利用者に対する危害防止に十分な考慮を払って

設けられなければならない。 

 

国の基準を踏まえます 

※もりぐち児童クラブで

は、入会児童室と登録児童

室が連携しながら、また、

地域の方々の協力を得て、

工作教室等の交流体験活

動を引き続き推進します。

放課後児童健全

育成事業者の職

員の一般的要件 

第７条 放課後児童健全育成事業において利用者の支援に従事

する職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、

児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事

業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならな

い。 

 

国の基準どおり 

 

 

 

未定稿

第４回守口市子ども・子育て会議 
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項目 国の基準  ※厚生労働省令より抜粋 守口市の考え方 

設備の基準 第９条 放課後児童健全育成事業所には、遊び及び生活の場とし

ての機能並びに静養するための機能を備えた区画（以下この条

において「専用区画」という。）を設けるほか、支援の提供に

必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね１．６５平方メ

ートル以上でなければならない。 

３ 専用区画並びに第１項に規定する設備及び備品等（次項にお

いて「専用区画等」という。）は、放課後児童健全育成事業所

を開所している時間帯を通じて専ら当該放課後児童健全育成

事業の用に供するものでなければならない。ただし、利用者の

支援に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 専用区画等は、衛生及び安全が確保されたものでなければな

らない。 

 

国の基準を踏まえます 

※もりぐち児童クラブで

は、衛生及び安全に配慮

し、現行施設での運営を継

続します。 

職員 第１０条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事

業所ごとに、放課後児童支援員を置かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とす

る。ただし、その１人を除き、補助員（放課後児童支援員が行

う支援について放課後児童支援員を補助する者をいう。第５項

において同じ。）をもってこれに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であ

って、都道府県知事が行う研修を修了したものでなければなら

ない。 

 一 保育士の資格を有する者 

 二 社会福祉士の資格を有する者 

 三 学校教育法の規定による高等学校（旧中等学校令による中

等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法

第９０条第２項の規定により大学への入学を認められた者

若しくは通常の課程による１２年の学校教育を修了した者

（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を

修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の

資格を有すると認定した者（第９号において「高等学校卒業

者等」という。）であって、２年以上児童福祉事業に従事し

たもの 

四 学校教育法の規定により幼稚園、小学校、中学校、高等学

校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者 

五 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理

学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科

又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

 

国の基準どおり 

※もりぐち児童クラブで

は、入会児童室に指導パー

トナーを１クラス２名の

配置を基本としています。

なお、登録児童室に主任パ

ートナー１名、地域パート

ナー２名の計３名配置し

ており、状況に応じてそれ

ぞれパートナーを増員し

ています。 
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項目 国の基準  ※厚生労働省令より抜粋 守口市の考え方 

  六 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理

学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科

又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修

得したことにより、同法第１０２条第２項の規定により大学

院への入学が認められた者 

 七 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心

理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻する研

究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

 八 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会

学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当

する課程を修めて卒業した者 

 九 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全

育成事業に類似する事業に従事した者であって、市町村長が

適当と認めたもの 

 

 

４ 第２項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支

援であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対して一

体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の

数は、おおむね４０人以下とする。 

 

 

 

国の基準を踏まえます 

※もりぐち児童クラブ・入

会児童室の定員は、１クラ

ス４０人です。なお、登録

児童室には定員がありま

せん。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該

支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者が

２０人未満の放課後児童健全育成事業所であって、放課後児童

支援員のうち１人を除いた者又は補助者が同一敷地内にある

他の事業所、施設等の職務に従事している場合その他の利用者

の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

 

国の基準どおり 

※もりぐち児童クラブ・入

会児童室では、１クラス２

名を配置し、状況に応じて

増員します。 

衛生管理等 第１３条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の使用する設

備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所に

おいて感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業所には、必要な医薬品その他の医療

品を備えるとともに、それらの管理を適正に行わなければなら

ない。 

 

国の基準どおり 

※もりぐち児童クラブで

は、今後も衛生的な管理に

務め、感染症や食中毒が発

生した場合には、必要な措

置を講じています。 
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項目 国の基準  ※厚生労働省令より抜粋 守口市の考え方 

運営規程 第１４条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事

業所ごとに、次の各号に掲げる事業の運営についての重要事項

に関する運営規程を定めておかなければならない。 

 一 事業の目的及び運営の方針 

 二 職員の職種、員数及び職務の内容 

 三 開所している日及び時間 

 四 支援の内容及び当該支援の提供につき利用者の保護者が

支払うべき額 

 五 利用定員 

 六 通常の事業の実施地域 

 七 事業の利用に当たっての留意事項 

 八 緊急時等における対応方法 

 九 非常災害対策 

 十 虐待の防止のための措置に関する事項 

 十一 その他事業の運営に関する重要事項 

 

国の基準どおり 

※もりぐち児童クラブ・登

録児童室及び入会児童室

では、現行制度を基準とし

て運営します。 

開所時間及び日

数 

第１８条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事

業所を開所する時間について、次の各号に掲げる区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める時間以上を原則として、その地方に

おける児童の保護者の労働時間、小学校の授業の終了の時刻そ

の他の状況等を考慮して、当該事業所ごとに定める。 

 一 小学校の授業の休業日に行う放課後児童健全育成事業１

日につき８時間 

 二 小学校の授業の休業日以外の日に行う放課後児童健全育

成事業１日につき３時間 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を

開所する日数について、１年につき２５０日以上を原則とし

て、その地方における児童の保護者の就労日数、小学校の授業

の休業日その他の状況等を考慮して、当該事業所ごとに定め

る。 

 

国の基準どおり 

※もりぐち児童クラブで

は、現行（国の基準を上回

っています。）の開所時間

及び日数とします。 

附則 施行期

日 

第１条 この省令は、子ども・子育て支援法及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律の施行の日から施行する。 

 

国の基準どおり 

職員の

経過措

置 

第２条 この省令の施行の日から平成３２年３月３１日までの

間、第１０条第３項の規定の適用については、同項中「修了し

たもの」とあるのは、「修了したもの（平成３２年３月３１日

までに修了することを予定している者を含む。）」とする。 

 

国の基準どおり 
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項目 国の基準  ※厚生労働省令より抜粋 守口市の考え方 

上記以外 ・放課後児童健全育成事業者と非常災害対策 

・利用者を平等に取り扱う原則 

・虐待等の禁止 

・秘密保持等 

・苦情への対応 

・保護者との連絡 

・事故発生時の対応  等 

 

国の基準どおり 

 

 


